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防災基本計画の修正について 
 
 
災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 34条第１項に基づ

き中央防災会議が作成・修正を行う防災基本計画について、前回の

修正（平成 16年３月）以降に中央防災会議等において取りあげられ
た防災施策に関する主要事項を反映する等の修正を行う。 
 
 

（１）国民運動の展開 
○いつどこでも起こりうる災害への備えを実践する国民運動の

展開の必要性について、総則に明記する。 
※平成 17年版防災白書（H17.6.14閣議決定、国会報告）の反映 

 

（２）地震防災戦略 
○大規模地震について、国は、被害軽減量及び達成時期を含む減

災目標等を示した地震防災戦略の策定、実施及びその定期的な

フォローアップを図ることとし、関係地方公共団体は、これを

踏まえた地域目標の策定に努めるほか、これ以外の地震につい

て、地域の特性を踏まえ、減災目標を策定する等の対策の推進

に努めることについて、震災対策編に明記する。 
※「地震防災戦略」（H17.3.30中央防災会議決定）の反映 

 

（３）津波対策 
○津波避難ビル等の整備・指定、津波ハザードマップの整備、津

波防災訓練の実施等について、震災対策編に明記する。 
※インド洋津波災害を教訓とした津波防災対策充実の反映 

 

（４）集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の避難支援 
○一般住民に対して避難準備を呼びかけるとともに、災害時要援

護者等に対して早めの段階で避難行動を開始することを求め

る避難準備情報の活用等、情報伝達及び災害時要援護者の避難

支援に関する対策について、風水害対策編に明記する。 
※「集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討報

告」（H17.３.30中央防災会議報告）の反映 
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（５）洪水ハザードマップの活用推進等の洪水・土砂災害対策  
○中小河川における洪水情報の提供、浸水想定区域におけるハザ

ードマップを通じた洪水予報等の伝達方法、避難場所の周知徹

底等の円滑・迅速な避難を確保するための措置の充実等につい

て、風水害対策編に明記する。 
※第 162回国会で可決成立した水防法等の改正の反映 

 
（６）避難生活の環境整備等の避難者対策 
○災害時要援護者に配慮した避難場所における施設・設備の整備、

旅館等の借上げによる多様な避難場所の確保、男女のニーズの

違い等男女双方の視点に配慮した避難場所の運営管理等の避

難生活の環境整備の充実、公営住宅や空家等を利用した住生活

の早期確保、住宅の応急修繕の推進等の避難者対策の充実につ

いて、自然災害対策の各編に明記する。 
※新潟県中越地震等の最近の災害の教訓を踏まえた対策充実の反映 

 
（７）企業防災の促進 
○企業が災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）の策定促進等について、自然災害対策の各編に明記する。 
※「民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言」（H17.３.30中央
防災会議報告）の反映 

 
（８）その他 
○自然災害対策の各編において、 
・コミュニティにおける防災教育の普及推進 

・災害情報等を瞬時に伝達するシステムの構築 

・広域災害における救急・医療体制の整備及び災害派遣医療 

チーム（ＤＭＡＴ）の充実・活用推進 

・緊急消防援助隊の充実強化 

・国民、企業等による義援物資提供の際の被災地ニーズ等への配慮 

について明記する等の必要な修正を加える。 
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地方公共団体

震災対策 風水害対策 火山災害対策 雪害対策 

海上災害対策 航空災害対策 鉄道災害対策 道路災害対策 

原子力災害対策 危険物等災害対策 大規模火事災害対策 林野火災対策 

自然災害 

事故災害 

防災基本計画の構成 
（災害種類ごとの編構成） 

（災害対策の順序に沿った記述） 

災害予防・事前対策 災害復旧・復興対策災害応急対策 

住民等 国 

（具体的な対策を記述：各主体の責務を明確化） 

防災基本計画の体系 

災害対策基本法 
第３４条：防災基本計画の作成及び公表等（中央防災会議） 

第３６条：防災基本計画に基づく指定行政機関による防災業務計画の作成等 

第３９条：防災基本計画に基づく指定公共機関の防災業務計画の作成等 

第４０条：防災基本計画に基づく都道府県地域防災計画の作成等 

第４２条：防災基本計画に基づく市町村地域防災計画の作成等 

 

防災基本計画 

各種防災計画の基本 

防災業務計画 

防災業務計画 

内閣総理大臣 

中央防災会議 閣僚等 

指定行政機関 中央省庁 

指定公共機関，独立行政法人 
日銀，日赤，NHK，NTT等 

策定・実施 

策定・実施 

策定・実施 

 

地域の実情に即した計画 

地域防災計画 

知事（市町村長） 

都道府県（市町村）防災会議 
策定・実施 

（参考）


